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第５回 無電柱化推進のあり方検討委員会 

平成２９年５月３０日 

 

○蓮見分析官 おはようございます。本日はお忙しいところをお集まりいただきまして、

ありがとうございます。ただいまより第５回無電柱化推進のあり方検討委員会を開会させ

ていただきます。 

 

 

○蓮見分析官 開会に当たり、道路局次長の青木より御挨拶を申し上げます。 

○青木道路局次長 おはようございます。本日は、お忙しい中、この委員会にお集まりい

ただきまして、ありがとうございます。 

 この会議も今日で５回目となりました。過去、いろいろな方々からヒアリングなどをさ

せていただきながら議論していただいたわけでございますけれども、今日から、こういっ

たヒアリングで得られた知見を生かして論点整理、それから取りまとめに向けた議論を加

速していただければありがたいと思ってございます。 

 無電柱化については政府も一生懸命取り組みを進めておりますけれども、例えば昨年の

熊本の地震であるとか、そういった震災を経験いたしますと、やはり無電柱化が必要だな

とか、大変悲惨な交通事故のようなことが電柱に関連して起こるということもございます

し、さらには海外と比べると我が国は無電柱化が立ちおくれているということが観光の文

脈で語られるということも大変多くなったと思っています。世の中として、無電柱化を推

進しようという期待とか機運は盛り上がってきているのではないか。御紹介させていただ

きましたように、議員立法も成立して、そういった環境も整えられてきているのではない

かなと思うわけです。本日も御紹介いたしますけれども、無電柱化の事業が順調かという

と、必ずしもそうでないのは皆様方も御認識かと思ってございます。 

 この委員会の中で、課題はいろいろあることも明らかになってきております。私どもで

申し上げますと、占用の制限でありますとか、新しい規制手法を導入して広げていくとか、

あるいはコストが非常に問題だということも認識されているところでございますので、低

コストを図る手法について、いろいろな関係団体の方々とも協力しながら一定の進捗は見

ているところでございます。これから本格的にそういったことを進めていくために、改め

てこの委員会で今後の方向性を御議論いただいて見出していただければと期待をしており

ますので、本日も忌憚のない御意見をいただければと思ってございます。よろしくお願い

いたします。 

○蓮見分析官 ありがとうございます。 

 

 

○蓮見分析官 本日の資料の確認でございます。お配りしております資料は、議事次第、

委員名簿の下に配布資料一覧が出てございます。このとおり配布してあると思いますが、

御確認をいただければと思います。何かありましたら、お申しつけいただければと思いま
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す。 

 

 

○蓮見分析官 議事に先立ちまして、屋井委員長から一言、お願いをいたします。 

○屋井委員長 今日は、もう前置きは要らないと思います。既に次長からもお話しありま

したが、ようやく本格審議の再開となりました。今日は論点が３点出てまいりますけれど

も、委員の方々は忌憚のない御意見、活発な御議論をいただきたいと思います。よろしく

お願いします。 

○蓮見分析官 ありがとうございます。 

 報道関係の皆様、カメラ撮りはここまでとさせていただきたいと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

 この先の議事については屋井委員長に進行をお願いいたしたいと思います。委員長、ど

うぞよろしくお願いいたします。 

○屋井委員長 了解しました。 

 

 

○屋井委員長 お手元に議事次第がございます。今回の委員会の議事についての説明とな

りますけれども、まずは概要がございますので、第１回から第４回までの概要でしょうか、

このあたりについて、改めて御説明をいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○蓮見分析官 事務局から説明させていただきます。 

 次長の挨拶の中にもございましたが、これまで当委員会では無電柱化の現状、無電柱化

を取り巻く動向等を御説明し、御意見をいただくとともに、電線管理者、自治体、ＮＰＯ

等の無電柱化に関係する方々からヒアリングを行ってまいりました。また前回は海外の無

電柱化の現状とか、無電柱化の歴史についても御説明を申し上げたところでございます。 

 本日は、これまでいただいた御意見、ヒアリングの概要を取りまとめ主な課題を設定い

たしましたので、御説明をいたします。また、この課題を３つの論点に大くくりしました

ので、それぞれについて委員から御意見をちょうだいしたいと思っております。本日まで

の御審議を踏まえまして、次回以降、中間取りまとめにつなげてまいりたいと考えてござ

います。 

 以上でございます。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 

（１）委員意見・ヒアリング概要等と主な課題について 

 

○屋井委員長 ここからが２番の議事（１）委員意見・ヒアリング概要等と主な課題につ

いてということで御説明をいただきます。それぞれの議題ごとに質疑の時間を設けたいと

思います。よろしくお願いします。 

○蓮見分析官 議事の（１）でございます。委員意見・ヒアリング概要等と主な課題につ

いてということで、資料１と資料２まで御説明をさせていただきます。 

 資料１は、表紙に目次がついてございます。これは第１回でお示ししました主な検討の
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観点でございまして、その他も入れて８項目に委員からの御意見、ヒアリングでの発言を

整理いたしました。それぞれ最後に四角書きで課題を設定してございますので、御説明さ

せていただきます。 

 １ページは無電柱化推進の基本的な方向でございます。これは全体的な御意見というこ

とでございます。委員からは「防災、安全、景観の問題といった様々な目的の下で推進し

ていく絶好の機会」である、「無電柱化の対象はメリハリをつけることが必要」、中ほどに

なりますが、「優先順位の議論は非常に大事。緊急輸送道路の次に何を優先して進めるの

か」といった御意見をいただきました。それから、「無電柱化の効果を「見える化」」、「電

柱の外部不経済についても評価すべき時期である」といった御意見もいただきました。 

 また、ヒアリングでは、観光、安全、子どもの視点、目線、あるいは災害時ということ

で、さまざまな場面での無電柱化の必要性について御意見を賜ったところでございます。

２ページ目の最後でありますが、「関係事業者の役割の明確化により主体的な無電柱化の

取組が加速すると思われる」といった御発言もございました。 

 ということで、その下、四角の中でございます。「どのような道路で無電柱化を進める

べきか」、「どのように無電柱化を進めるべきか」、「その際、どのような点に留意して取り

組むべきか」という課題を設定させていただきました。 

 次に３ページ目、ここからが無電柱化の推進に関する具体的な施策でございます。 

 まず①国民の理解及び関心の増進についてということでございます。委員からは「正常

化バイアス（見慣れている）と見過ごされて気が付かなくなる問題が多い」、「一般市民の

意識改革が重要」、中ほどでございますが、「沿道住民の協力が得られる仕組み、制度等も

含めて構想することが必要」だという御意見をいただきました。 

 ヒアリングにおいても大体同様でございますが、「国民の理解が進んでいないため、継

続的な発信が必要」等々の御意見でございました。 

 ということで、１枚めくっていただきまして４ページ、課題としては、「国民の理解及

び関心を得るにはどのように広報・啓発活動を進めるべきか」というふうに設定をさせて

いただきました。 

 次に５ページ目でございます。道路の占用の禁止等について。委員からは「新設電柱の

規制や更新時の無電柱化は基本」、「既存電柱の無電柱化は、優先順位を踏まえての検討が

必要」、「道路法37条と推進法11、12条をいかに組み合わせていくかが、今後の重要な論点

になる」、それから、中ほどでございますが、「現在、占用制限は緊急輸送道路を対象とし

ているが、道路法37条の規定では、「交通が著しくふくそうする道路」、「幅員が著しく狭

い道路」も対象であり、検討すべき」であるといった御意見をいただきました。 

 ヒアリングにおいては、２つ目の「道路法37条に基づく占用制限の対象を広げていただ

きたい」、あるいは一番下の「道路の占用の禁止をもっと活用していくことが大事で、緊

急輸送道路に加え、災害の防止、景観の観点からも推進法11条の適用を期待している」と、

自治体の方からの意見が多かったと思いますが、総じて非常に期待をしているという御発

言でございました。 

 ということで、６ページ目になりますが、四角の中でございます。「新設電柱・電線の

占用制限について、37条の活用をどのように進めるべきか」、「既設電柱・電線の撤去をど

のように進めるべきか」、その際、「どのような留意が必要か」という課題にいたしました。 
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 次に７ページ目でございます。電柱または電線の設置の抑制及び撤去についてというこ

とでございます。委員からは「都市計画、街づくりや防災計画等の中で、無電柱化を意識

づけるための具体的な施策が求められる」、「道路法37条と推進法11、12条をいかに組み合

わせていくかが、今後の重要な論点になる」――これは再掲でございます――といった御

意見でございました。 

 ヒアリングにおきまして、主に自治体からでございましたが、「推進法12条では、……

自治体の負担軽減を期待している」、あるいは「幹線道路や開発区画において電柱等の設

置が抑制・撤去され、無電柱化が推進されると期待している」といった御発言でございま

した。 

 一番下のところでございます。課題といたしまして、「新規の道路事業や市街地開発事

業などを実施する地域において、どのように無電柱化法12条による新設抑制の実効性を図

るべきか」、「歩道拡幅事業などを行う場合に、どのように無電柱化法12条による既存電

柱・電線の撤去の実効性を図るべきか」、確保するべきかといった課題にいたしておりま

す。 

 次に８ページ目、調査研究、技術開発等の推進についてでございます。委員からは「低

コスト化に向け、各メーカー等が技術開発を行っているが、今後は、新たな技術や製品に

対してチェックを行う機能が必要」であると、これは前向きな意味での御発言だったと理

解してございます。それから、「軒下配線や裏配線等も有用であり、メンテナンスの課題

を明確にすべき」、「事故発生時、災害復旧、メンテナンスも含めた評価が重要」、「トラン

スの簡素化、地中化が必要」といった御意見でございました。 

 ヒアリングにおきましても、「直接埋設方式の導入には、イニシャルコストのみではな

く、保守コストを含めたトータルコストを踏まえた検討が必要」といった御意見、それか

ら、ちょっと下のほうになりますが、「無電柱化推進法により技術が進歩し、直接埋設、

コスト縮減、トランスの小型化により、細街路での整備を期待している」といった発言を

承っております。 

 ということで、１枚めくって９ページ目になりますが、「低コスト手法（浅層埋設、小

型ボックス活用埋設、直接埋設）の本格導入をどのように進めるべきか」、「電気設備等も

含めた技術開発をどのように促すか」という２点を課題として設定いたしました。 

 次に10ページ目が関係者相互の連携及び協力についてということでございます。委員か

らは「地上機器の設置場所の問題等、沿道住民の協力が得られる仕組み、制度等も含めて

構想することが必要」、「電力、通信事業者のモチベーションを向上させるスキームが必

要」、「利害関係者の意識を高める取組が必要」である等の御意見をいただきました。 

 ヒアリングにおきましては、これらに加えて、自治体、電線管理者、道路管理者、お互

いに主体的な取り組み、イニシアチブを期待しているといった御発言でございました。 

 １枚めくっていただきまして、ここの課題については「無電柱化工事の効率的な施工等

のために関係者の連携、協力はどうあるべきか」、「地元住民等との合意形成をどのように

して円滑化するか」という２点を課題といたしております。 

 最後、12ページでございます。財政上、税制上の措置等についてということでございま

す。委員からは「占用料の見直し」、「電柱の外部不経済についての評価」、「無電柱化の実

施によって電気料金が跳ね上がらないよう留意すべき」、下のほうになりますが、「費用負
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担については、新技術導入への対応、間接的な受益者の負担、地方公共団体や関係事業者

の負担軽減等の観点からの検討が必要」という御意見でございました。 

 ヒアリングでは「課題解決に向け、国の財政的な支援等が必要」であるという発言もい

ただいております。 

 ということで、四角でございますが、「電線管理者の主体的な取組のための環境整備は

どうあるべきか」、「無電柱化を推進する自治体への支援策はどうあるべきか」という２点

を設定いたしました。 

 13ページはその他ということでございますが、これは説明を省略させていただきます。 

 以上の課題を具体的に設定させていただきましたが、資料２をごらんいただきたいと思

います。Ａ３で主な課題と論点についてという図を載せてございます。左の欄は先ほどの

項目、主な検討の観点でございまして、それぞれについて設定した主な課題――四角の中

でございます――、それが次の欄に書いてございます。御議論いただくために、これらを

大くくり化させていただきました。３つの論点にまとめて設定させていただいたところで

ございます。 

 まず論点１は無電柱化を推進する道路について、「これまでの無電柱化の実施状況を踏

まえつつ、今後どのような道路を対象に無電柱化を推進すべきか」といった論点、論点２

は無電柱化を推進する中心的な施策、「無電柱化の課題や無電柱化推進法を踏まえ、どの

ような施策により無電柱化を推進すべきか」、論点３は無電柱化の実施環境を支える施策

として、「それらの施策を着実に実行していくために、どのような環境整備が必要か」と

いう３点でございます。本日は後ほど、それぞれについて御意見をいただければと思って

おります。よろしくお願いいたします。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 最後におっしゃったように、論点の１、２、３として集約している部分については後で

具体的に説明いただくわけです。まずは、今までの委員の方々の御意見あるいはヒアリン

グで出てきたさまざまな御意見を集約して、それを主な課題というふうに、さらに集約と

いうのかな、抽出したわけです。そのあたりについて御意見や御質問等あれば、まずはお

伺いしたいと思います。具体的なところは後で、論点のほうで出てくると思います。いか

がでしょうか。 

 数行でまとめていますから、その中に具体的な事柄は十分に入っていないようにも見え

ますけども、論点のほうでもう一回出てくると思います。 

 日本語ってなかなか難しいから、「どのように」という言葉は、Howという意味で使って

いる部分もあるけども、５Ｗ１Ｈ、みんな含まれているような感じの「どのように」もあ

りますからね。「どのような」と言ってくれると、WhatとかWhichとかそういうものが当て

はまる感じがしますけど、「どのように」というのは結構幅広い言葉で使っていると思い

ます。そのあたりは後で出てくると思います。 

○天野委員 論点１で無電柱化を推進する道路という話になると、積極的に、できそうと

いうか、やるべきということで挙げられていくんだと思うんです。 

 これは「あり方検討委員会」なので、特に推進するわけじゃないけれども、一部都市部

と言ってもいいかもしれませんが、そういうところは電柱がないのは当然だと。だけど、

当面推進する道路という意味であれば論点１で整理すればいいんですが、「道路に電柱が
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あるのは当然で、景観とか防災とか考えたら、ここはつけちゃまずいよね」というスタン

スなのか、都市部でもいいのかもしれませんが、「ある領域は電柱がないのは当然なんだ。

でも、すぐそこにはいけないので、まずは推進すべき道路を選んでいく」というスタンス

なのかを明確にしないと、うっかり推進する道路を定義しちゃうと、「推進する道路でな

いところは電柱があっていいのね」となっちゃうと、やや危険だな。 

 本当の郊外部、地方は電柱があってもいいと思うんですが、ある部分はないのが当然で、

どう整理されるかはこれからお聞きしなければならないんですけど、論点１は、その中で

も特にやっていくところですね。そうすると、その前段を明快にしておかないと、この委

員会として、我が国日本は特に推進する道路以外は電柱があるのは当然なのねと容認する

のかという議論なので、そこは少し注意したほうがいいんじゃないかなと思います。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。御意見として承って、後は論点１で改め

て今の議論もできると思います。よろしいでしょうか。 

 ほかにいかがでしょうか。 

○松原委員 今の天野委員の御意見にもかかわると思いますが、１ページの委員からの御

意見ということで、無電柱化推進計画という言葉が出てきました。これを本当に立てるこ

とが目的になっているかどうか、この委員会について僕はわかっていないんですが、この

方向でいくとしたら非常に重要な文言ではないかという気がします。というのは、今後、

計画ということになってくると、それはアクションプランなどにも毎年のものとしてかか

わってきて、時間軸を設定する、できれば目標の数値も設定していくという話に移ってい

くんだと思います。 

 国民への広報という意味では、さまざまな無電柱化の必要性とか、これまでテレビや新

聞等での報道ってあるんですけれども、それ以外に、この順番で、この手順で、こういう

時期までにこれだけやるんだという数値が出てくれば、これが最大の広報であり、それで

イメージが初めてすっきりとわいてくるということになるんだと思います。 

 それでいけば、最終目標は全ての電柱をなくすということも意味するわけですから、天

野先生の御意見も入れながら、もし重点というのが要るんだとすると、この手順も含めて

推進計画を立てるということが一つの重要な論点になって、これを立てるか、立てないか

で、時間軸を設定するか、それともしないで漠然とやっていくのかという違いになります

ので、この委員会の方向としては推進計画を最終提案で私は持っていくべきだと思ってい

るんですけれども、これについて、できれば御議論いただければと思います。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 今の点、お二人から出てきましたけれども、論点１のほうで改めて議論していただいて

も結構だし、法律との関係、もっと言うと、推進計画はこの後におつくりになっていくス

ケジュールをお考えでしょうから、そのあたりは最後に言っていただいても結構だし、ど

っちでもいいです。 

○森山環境安全課長 推進計画は今回の法律で国土交通大臣が定めることになっておりま

す。この期間は４、５年程度になろうかと思いますけれども、今回のあり方委員会で御意

見をいただいて、それを踏まえながら計画に反映させていくということでございます。た

だ、この計画自体は、20年後とか30年後という話は、整備の目標という面では書くレベル

ではないと思うんですが、委員会での御意見を踏まえながら考え方に導入しつつ、その上
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で当座やる部分についても法定計画として書いていこうということになろうかと思ってご

ざいます。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 ほかによろしいでしょうか。 

○池上委員 今の件について、23区の中で、どのように基本計画を立てたり、推進してい

るのかということをちょっと調べました。以前、事務局に23区でどのようになっています

かというお問い合わせをしたときに、練馬区、港区、豊島区でしたか、とにかく３区あっ

たんですね。 

 昨日、ネットで調べてみましたら、練馬区の公式のホームページに、つい先月ですね、

2017年４月10日に無電柱化推進の更新日となっていたんですね。ですから、そういう推進

をする計画はあって、さらにこれを更新して、引き続きするよという意味に私は理解した

んです。それから、2016年５月25日に練馬区無電柱化基本方針を策定しているんです。今

後、この方針に基づいて区道の無電柱化を効率的かつ効果的に推進していくということを

ホームページで宣言しているんですね。 

 それから、北区のホームページでは、コスト縮減を図りつつ地域の実情に応じた効率的

な整備を推進していくことを目指しているということで、まだこういう段階なんです。 

 港区は、私は防災会議の委員をしているものですから、よく無電柱化についてお尋ねす

るんです。区長さんも推進に賛成で前向きに検討しておられます。推進担当者もいらっし

ゃるんですね。この前、その方に伺ったら、今年度は３カ所、こことこことここを推進し

ていくと、実際に地図上に起こして、そこまで具体的にしておられます。そういう区もあ

ります。 

 足立区の無電柱化推進計画は、ことしの４月20日に足立区道の無電柱化を計画的に進め

ていくために平成28年４月に策定しましたとあります。これも国交省の無電柱化推進に関

するあり方検討委員会とか、東京都知事が非常に熱心に進めておられます。 

 私は都の女性視点の防災ブックの編集委員もしておりまして、この前、17日に都知事に

お会いしてきました。そのときもスピーチの中で、ぜひ無電柱化を進めたいということな

んですね。五輪会場の周辺の区道も無電柱化を進めたいということで、江東とか世田谷な

ども実際に進めていくという方針を立てておられます。 

 景観と防災の観点から重点政策に掲げているということですが、都は民間企業と組んで

低コスト化を検討したり、五輪会場周辺以外でも市区町村の負担をゼロにする補助制度を

設けたりしていて、ゼロということなんですが、市区町村道の無電柱化を後押ししたいと

いう方針を立てておられますので、かなり前向きに検討しておられるようです。 

 以上です。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。情報提供、ありがとうございます。 

 今のお話なんかも出てきましたので、論点に入って改めて議論していただくほうがよさ

そうな気がします。よろしくお願いしたいと思います。 

 

（２）論点１ 無電柱化を推進する道路について 

 

○屋井委員長 議事次第（２）から論点が一つずつ出てまいります。今、議論させていた
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だいている話は改めて議論ということになりますけれども、一つずつ御意見をいただいて

まいりたいと思います。 

 最初は論点１、無電柱化を推進する道路についてということになっています。よろしく

お願いします。 

○清水地域道路調整官 資料３を用いて御説明させていただきます。こちらの資料は、こ

の論点について御議論いただく際の材料、できるだけ事実関係を整理したいということで

用意させていただいております。 

 表紙をめくっていただきますと、折り込みでＡ３の紙がございます。これまで法定計画

でありませんけれども、過去に無電柱化の推進のための計画が６期までございますので、

どのようなところを重点的に行ってきたのかというところを整理しております。 

 第１期を見ていただきますと、大都市の中心部の主要道路が主体ということで、一番下

に電力需要の観点ということで需要密度というところが視点に入っております。第２期に

なりますと、景観、観光ということで、歴史的風土保存・形成地区であるとか、地域活性

化の観点から比較的大規模な商業地域等が加わってきます。第３期になりますと、交通安

全の観点から歩行者等の通行にも視点が出ております。第５期になってきますと、今度は

防災の観点から緊急輸送道路といったところも加わってきます。直近の第６期で言います

と、景観、観光のところで地域文化の振興であるとか、地域活性化に資する箇所であると

か、そういったところが重点地区として加わってきております。 

 次の２ページ目は、こういった計画のもと、どういったところができているのかという

ところをグラフであらわしたものでございます。縦軸は直轄国道、補助国道・都道府県道

――県が行う事業――、それから、市区町村道という３つに分かれております。横軸は無

電柱化の主な目的ということで、防災、安全・快適、景観、これはどういう目的でやって

いますかというのをお聞きして選んだものでございます。 

 このグラフ全体の合計が右下の角にございまして、どの欄もそうなんですが、オレンジ

色がＤＩＤの中、青色がＤＩＤの外ということでございまして、これを足すと全体が

100％です。ですので、それぞれの道路種別と目的ごとに整備したところのシェアがこの

グラフの長さであらわれているということでございます。 

 直轄国道で見ますと、防災で21％となりますが、全体とほぼ同じ数字になっております

ので、直轄国道はほぼ防災目的で行っていることが多いということでございます。一方で、

市区町村道を見ますと、むしろ景観・観光を目的にやっていることが多い。トータルの延

長で言いますと、直轄や県が行う道路よりも市区町村道のほうが延長が長いということで

ございます。 

 続いて３ページ目です。防災の観点でどれぐらい整備が進んでいるのかということでご

ざいます。こちらは緊急輸送道路の無電柱化率をあらわしておりまして、道路種別が下に

書いてございますが、この横の長さが緊急輸送道路の延長となっております。縦が無電柱

化率となります。ここの無電柱化率は、注意書きの※３に書いてございますが、無電柱化

事業を行ったところだけではなくて、そもそも橋梁やトンネルのような電柱が立ち得ない

ところも分子には含まれております。 

 といった中でデータを見ますと、直轄国道のＤＩＤの中ですら半分弱、ほかの道路も含

めてＤＩＤのところでたくさん整備されていますが、ＤＩＤの外になってくると、かなり
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整備に差が出ているといった状況でございます。全体を平均しますと、注意書きの右側の

下のほうにありますが、９％という状態になってございます。 

 続いて４ページ目です。では、どういった道路といったときに、幅員別で見たらどうか

ということであります。道路種別ごとに面積がありますが、これが無電柱化をされている

延長だと思ってください。その中で、いずれの道路にしても、左側の全道路ありますが、

2.5ｍ以上の歩道があるところで８割が整備されております。一方で、右端に参考として

東京都の市区町村道があります。実際に市区町村道で言いますと、2.5ｍ未満の歩道ある

いは歩道がないところが94％ということですので、整備されているところと実際の道路の

割合はこれだけ差があるという状態でございます。 

 続いて５ページ目です。こちらは景観関係のデータでございます。重要伝統的建造物群

保存地区、いわゆる伝建地区指定の面積の推移であるとか、訪日外国人の旅行者数の推移

の折れ線グラフを入れております。それに対して景観や観光を目的にした無電柱化の延長

がどうなっているかということで、景観の関心の高まりにあわせて無電柱化が進展してい

るということでございます。 

 ６ページ目は、これまでのところを言葉でまとめております。防災については、特に都

市部の緊急輸送道路において無電柱化が進展しているが、全体で見ると９％にとどまって

いる。安全・快適で言いますと、歩道幅員が2.5ｍ以上の道路が全体の整備した中では８

割を占めておりまして、むしろ歩行者の障害となりやすい狭いところでは整備が進んでい

ないということでございます。景観・観光で言いますと、景観への関心の高まりにあわせ

て無電柱化が進展している。 

 続いて７ページ目以降は、今後どのような道路で無電柱化を進めるべきかという議論の

参考としておつけしております。７ページ目は、災害のときに電柱・電線がたくさん倒れ

ているということでございます。ただ建物が倒れるだけではなくて、電柱・電線が倒れる

ことによって、その電線が道路の啓開作業の阻害にもなっているということでございます。 

 ８ページ目は、今後、災害はどうなるかということです。左側が今後30年間に震度６以

上の揺れに見舞われる地域の確率で、赤いところが太平洋岸を中心にございます。右側は

台風です。気候変動に伴う将来予測のもとでは、非常に強い台風の発生頻度が高まると予

想されております。 

 続いて、９ページ目は安全・円滑の観点です。交通が輻輳する道路や狭隘な道路、通学

路といった実態がございます。 

 10ページ目は電柱がある場合にどのように歩行者が歩くのかということです。電柱をよ

けながら歩きますので、バリアフリーの観点からも非常に問題であると思われます。 

 11ページ目は景観・観光の観点でございます。美しい景色の目の前を妨げるような電

線・電柱がございまして、12ページ目にはそういったものがないという景観との比較を載

せております。 

 13ページ目以降は、自治体はどのように進めようとしているのかということを載せさせ

ていただいております。13ページ目は第２回の委員会でヒアリングにお越しいただきまし

た金沢市の計画の抜粋です。基本方針にありますように、文化的景観創出、まちなか賑わ

い創出、そして災害に強いまちづくりということを目的にされておりまして、14ページの

ように無電柱化を促進する区域を定めて、順次進めていくという計画にされておられます。 
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 15ページ目は第４回のヒアリングにお越しいただきました芦屋市です。こちらは当面の

取り組みにありますように、防災面、景観面、地域創生という観点から進めていくという

ふうにされております。 

 16ページ目は東京都でございます。センター・コア・エリアといいますのは、※１の下

に書いてございますが、「概ね首都高速中央環状線の内側エリア」であります。これを平

成32年、いわゆるオリンピックの年までに国管理の道路、都の都市計画道路として完成し

た都道については無電柱化を完成させるということを計画されておられます。17ページは

ちょっと見にくいですが、そのエリアの地図ということで、黄色い枠がセンター・コア・

エリアで囲まれているところであります。 

 最後、18ページ目が法律でございます。法律ではどう書かれているのかということです。

１行目に「災害の防止、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観の形成等を図る」という

ふうに法律上は目的が書かれているということでございます。 

 以上、駆け足でございますけれども、説明は終わらせていただきます。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 いかがでしょうか。御意見、御質問いただきたいと思います。 

○久保田委員 この１ページの表は非常にわかりやすくて、いろいろな観点で今まで検討

されてきたということは私もよくわかったんですけれども、大きく言うと、防災、交通、

景観という３つの中で、前回も申し上げましたが、緊急輸送道路については論を待たない

話なので、これは最優先でいくと。 

 景観については、都市ごとの事情でかなり違ってくるので、その都市で「うちは景観で、

こういう大事な地区があるので、こうやっていく」という判断があれば、それでやってい

ただくということなので、国として、こうだというのは言うこともできないし、言う必要

もないだろうと思うんですね。 

 なかなか難しいのは安全のところで、特にさっき出ていた細街路の場合、細街路自体が

すごくいっぱい各都市にあるので、その細街路のどこを優先するのかというのが非常に重

要になってくると思うんです。 

 それをどういう理屈でやるかということですけれども、１ページを見ると、なつかしい

コミュニティゾーンがあったときは、このコミュニティゾーンを優先するみたいな話があ

ったので、今やるとすると、ゾーン30かもしれないし、物理的デバイスを適用する計画区

域とか、そういう定義はできるだろう。 

 さらに言うと、せっかくビッグデータが使えるようになってきたので、私も思いつきで

言っているのでわかりませんけれども、電柱を理由として、すれ違いに困難を来しそうな

場所をデータとしてとれそうな気がしますので、そういうものを使って、この道路あるい

はこの区間が非常に問題が起きそうだというのが全市的にパッとデータをとれれば、優先

順位もわかってくるんじゃないかと思います。 

 細街路について、つけ足しで言うと、よく地域の中で議論になるのが「電柱がなくなる

と恐い。スピードを出して車が通るのに、電柱で何とか身を守っています」みたいなこと

を言う人が出てくるんですけれども、それはそもそも趣旨が違うので、電柱は電柱でなく

していただいて、同時にそういうところでは生活道路対策で速度も落としますというのを

セットで言っていくというのも、地域にとって、合意していただくためには非常に重要な
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ポイントになりますので、そこはつけ足しですけれども、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 関連してでも結構です。今のは非常に重要な御発言ですけれども、法律の目的等に照ら

して防災、安全とか円滑な交通の確保、良好な景観の形成等とありますよね。ですから、

基本的には大きな防災の観点、安全の観点、あるいは景観だということでずうっと議論し

てきましたので、そういうものにふさわしいというか、効果を発揮できるような道路が対

象だという流れで来ているわけですね。 

 久保田先生がおっしゃるように、その中においてもプライオリティがあったり、根拠と

なるものの、オールジャパンでいくのか、地域的な観点からいくのかというのもある。そ

れに応じて今度は誰が一番汗をかくかということにもかかわってきちゃうわけですね。 

 ですから、広く考えなければいけないわけですけれども、その３点以外はないんですか。

私はアイデアがあって言っているわけじゃないんですけどね。どういう道路を対象にする

かというのは防災の観点、安全……。だから、円滑な交通の観点というのはちょっと幅広

かったですかね、例えば輻輳するなんていうところがね。 

 だから、はっきりと直接的に安全として、すぐに効果が明確に出るかどうかはわからな

いけども、ある種、安全にもかかわったり、円滑な交通にも関係するようなところについ

ては対象になるとか、何とか幅広に読むべきところはこれ以上ないのかどうか。これはこ

の議論のスタートのところだと思うんですけれども、そんな点ももし御意見があったらお

伺いしておきたいんです。基本的には、この３点で議論されてきている。その整理の中で

動いているということですね。 

 関連してでも、関連しなくても結構ですけども、御意見、どうぞ。 

○鈴置委員 私は道路については素人でよくわかりませんが、問題になっている道路は、

狭いとか、歩道がないとか、いろいろ障害があって問題になっていると思います。そうい

う問題があるところには道路の整備計画もあるのではないでしょうか。そういう意味で道

路整備計画とのリンクももう少し表に出てきていいのではないかという気がします。 

○屋井委員長 どうもありがとうございます。それはおっしゃるとおりだと思います。 

 ほかはいかがでしょうか。道路計画と、例えば都市計画で言うと都市マスタープランが

あったり、直接関係するわけじゃないけど、自転車の計画なんかも安全性というのは非常

に重要で、それらと電柱というのは、場合によってはコンフリクトを起こしますからね。

そういう計画なんかもかかわってきますね。そういうものがあるかないかで無電柱化の必

要性の程度も変わってくるんじゃないかと思います。 

 ほかはいかがでしょうか。 

○天野委員 さっき言ったので簡単に済ませます。ここでは、都市部は電柱がないのは当

然だよといったって絵にかいたもちですけど、絵にかいておかないとビジョンが出ていか

ない。それだけですと、先ほど松原先生がおっしゃったように、どうしたらいいかわから

ない。久保田先生が優先という言葉を使われた。優先すべきところで優先順位を決めて、

優先順位を決めたら、それを計画の中で時間軸の中で位置づけて、どれが最も最優先で、

最も直近でやらなければいけない、次にやらなければいけない、その次にやらなければい

けない。でも、将来、ずうっと先にはというのはあり方で書いておかないと……。 
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 書いておいても絵にかいたもちだとは思うんですが、絵にかいたもちでも書いてないよ

りはいいなと。ただ、それだけだと絵にかいたもちで全然進まないので、久保田先生が言

ったように、安全なり景観なり防災の観点で優先順位をつけて、それはここで書くのでは

なくて計画なのかもしれませんけれども、時間的スキームとか、委員長がおっしゃったよ

うに、いろいろな関係者との調整とかを含めながら、正直言って、やれるところからしか

やっていけないので、そういうスキームを考えていくという書きっぷりにぜひしていただ

きたいなと。 

 優先ばかりでなくて、本当にできそうなところだけしか書かないと、ここで推進する道

路はできるところと本当にやらなければいけないところだけしか書かないと、それ以外は

やらなくていいのねととらえられがちなので、そこはぜひ書いていただきたいなと、繰り

返しですけれども。 

○屋井委員長 どうもありがとうございます。 

 ほかの国の例がよく挙がって、特に都心部では電柱・電線がなくなっているところが多

いわけですね。ただ、ワシントンＤＣだって、郊外に行ったら、まだまだ残っている。あ

あいう地域や国で電柱・電線というのは全てなくすべきだというか、なくすのが前提だと

いうことが法律上だとか、どこかに明記されているか、そういう例って御存じですか。 

○天野委員 事例として直接的には知らないけれども、フランスでも郊外部に行けば電線

はあるわけですし、周りが畑のところだと電線はあるわけです。都心部がないというのは、

国レベルで余り見たことないですけれども、各都市レベルでは、向こうのアーバン・エー

ジェンシーみたいので、「こういう地区は電柱がないのは当然だよ。この辺は次だよ。こ

っちはいいじゃない」という区別はされているんじゃないかと思います。僕もちゃんと調

べたことがないのでよくわかりません。 

○屋井委員長 もしあれでしたら、調べていただくと大変ありがたいと思います。 

 この間の議論、今回もそうですけれども、ワシントンにしろ、オーストラリアもそうで

したけれども、みんな災害だとか何かきっかけがあって、それで集中的に時間を決めて効

果的に無電柱化を図っている、計画をつくって。こういう例はよく見ることなんですけど

も。全てをあるべきでないといっているのが本当はあるかどうかですね。そこまでの議論

はここではできていないのでね。 

 法律との関係から言うと、そこら辺は当然というか、はっきり書かれてないんだけど、

事務局的にはどうお考えか、何かありますか。推進していくにしても、日本の現実があっ

て、先進諸国と比べてかなりおくれている。かなりじゃなく非常におくれているという現

実があって、それをいかに推進するかという法律ができて進めようとしている。 

 目標を持って進めなければいけないのは当然だし、その目標が数値目標でいつまでにど

れだけやっていくというのがないよりあったほうがいいに決まっているけど、その前提と

して、全てないほうがいいんだというところまではちょっと難しい議論だなと私は思いま

す。 

 でも、ほかの国で、そういうものでもあれば参考になると思います。アメリカなんかで

も、この間申し上げたように、もともと発想として裏通りというか、ユーティリティの道

を一本、背中合わせの真ん中につくっておいて、そこでごみを集めたりするけど、そこに

電柱が立っていて、そこに電線も来ている、地下化されていないというのは結構あります。
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だから、そういうつくり方ができているところは電柱・電信柱があったって、ないほうが

いいんだけども、そんなに困らないというわけです。 

 ほかはいかがでしょうか。 

○松原委員 目標として、防災、安全、景観ということになっているんですが、この中で

少し性格の違いがあるのではないかというのは久保田先生がおっしゃったことかなと思い

ました。景観は景観法というのがあるけれども、景観法の内容は各地の条例等、地元で重

要と考えられる価値観に基づいて景観を指定していくという仕組みになっております。そ

れでいくと、無電柱化法も関連させれば、各自治体の条例にかなり負うところが多いとい

う話になるのではないかという気がします。 

 安全については、先ほどビッグデータ等を使うという御発言がございました。私の理解

ですと、安全性についてはそういうふうになるというのは確率的に、過去に起きた事象か

ら、これこれの場所がこういう理由で事故が起きやすいということが前提になっているん

だと思います。 

 それに対して、防災の場合は、過去の例というよりも、今後何が起きるかわからないと

いうほうに重点が置かれるので、そういう意味では過去のリスク計算、統計数値のデータ

でははかり知れないところはあるんだと思います。私の理解では、それゆえに国土強靱化

のほう、大きな防災の国土計画のほうでは、過去のデータという概念は使わず、起きては

ならないことという概念が優先されています。ですので、防災に関してはゼロを目指すと

いうのに近い、起きてはならないことという概念を入れていくべきなのではないかという

気が私はしております。 

 この件に関して国土強靱化の基本計画と無電柱化の法案とについて、上下関係、優劣関

係はあるんですかというのを私も国土強靱化の委員なので聞いてみたんです。そうしまし

たところ、意見の差はあるような気もするが、当委員会としては国土強靱化の基本計画の

ほうが上位計画であるという答えでした。 

 ですので、この前、ここで御議論いただいて、今後も出てくると思いますが、外部不経

済については、これまでの考え方を少し変えて大きな枠をとって、すべからくなくするん

だということで、防災については特に考えていくべきというふうになるんじゃないかと思

います。 

 その言い方がもし強いとしたら、先ほどお示しいただきました８ページにありますよう

な激甚災害の発生可能性が高まっている地域だけでも起きてはならないことという扱いと

して、緊急輸送道路のみならず、ほぼ全ての道路に関して、この網をかぶせる――防災の

場合ですね、安全性とかほかではなくて。そういうふうに議論すべきではないかという気

がします。以前、私はハザードマップに応じてという言い方をしておったんですが、それ

に応じるものとして、起きてはならないことという扱いをしていただきたいと考えます。 

 以上です。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 何かありますか。 

○森山環境安全課長 将来的にどうしようかという話、天野先生から御指摘ございました

けれども、日本に120万㎞の道路があるわけでして、そのうち埋まっているのが5000㎞な

んですね。将来的に全部という気持ちを持ちたいんだけど、余りにも差があるので、事務
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局的には、この法定計画は５年間にできる量を書いているものですから、そうすると、年

間、頑張って道路延長200㎞で、５年間で1000㎞とかいうオーダーになるわけですね。今

まで30年かかって5000㎞なわけです。 

 ですので、120万と5000の差がひどすぎるものですから、中期的なビジョンというもの

ですか、今はできるところをやっているだけなんですけど、先生の御意見の中で、中長期

的にはこういうエリアで、これくらいのところを目指すべきではないかとか、そんなよう

な御提言もあるといいかなと思いながら、今は目先でできるところをやっていくだけとい

うふうになっているものですから、今までの延長線なので、この法律ができたからには、

もうちょっと中長期的なところですね、ボリューム感は別にしても、そこら辺の掘り込み

が要るのかなという気が事務方的にはしております。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 よろしいでしょうか。 

 次の論点もありますので、また先へ行かなければいけないんですけれども、基本的には

防災、安全……。安全・快適というふうに６ページあたりは書いてあるけれども、それか

ら、景観・観光という。この観光まで出てきていますからね。景観だけじゃないというの

はさっき申し上げたけど、既にここにも出てきている。それから、快適なんていうのは非

常に幅広い言葉だし、その地域として、そういうものを求めたいということも場合によっ

てはあるでしょう。それから、もっとドライに経済価値というかな、プロパティの価値が

上がるんだと考えているところだってあります。そういう面から見て進めたいと思うとこ

ろだってある地区ではあるでしょう。 

 そういったさまざまな目的があるんだけども、特に防災のような国として推進しなけれ

ばならないことが明快で、しかも非常にリスクの高い場所もはっきりしているところにつ

いて、これは最も優先順位高く進めていくべきだという。このあたりは、この委員会とし

てはほぼ共通な概念、考えじゃないかなと思いますね。 

 一方で、景観のようなもの、あるいは観光のようなものは地域性があるし、地域の取り

組み、地域としての位置づけ、条例上だとか、計画上の位置づけだとか、その地域での住

民も含めた取り組みの状況だとか、さまざまなものが支えとなって実現していくようなこ

とでしょうから、そういうものがありなしというのは結構大きいですよね。 

 安全については、久保田先生がゾーン30のお話もされたけども、電柱をなくせば、それ

だけで安全かというと、もちろんそうじゃないわけだから、まさにそれでゾーン30みたい

なものが出てきているわけで、交通をどう抑制できるかとか、場合によっちゃ、通学路に

その時間帯は自動車を入れないというのはよくやるわけですから、車が走らなければ一定

の安全性は確保できるわけです。 

 そういった関連する取り組みを総合的に展開することによって目的を達成する。その中

に無電柱化というのも効果的に位置づけられるような場合、それは大いに優先順位を高め

て進めましょうということになるでしょうから、これも地域性というのは一定程度かかわ

ってくる。 

 ただ、一定程度共通的にこういう場所ではという考え方をとりやすいですね、安全とい

う問題は。防災は国だと言ったけど、安全についても国あるいは地域と両面から出てくる

考え方として整理できるんじゃないかと思います。 
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 いろいろな意見があると思いますけれども、大体そんなところまではおおむね合意とい

うか、共通的な理解がしやすいんじゃないかと思いますので、そういうことも踏まえて論

点として整理をしていただければと思います。 

 

（３）論点２ 無電柱化を推進する中心的な施策について 

 

○屋井委員長 （２）は進ませていただいて、ここはすごく重要なところになりますから、

論点２の無電柱化を推進する中心的な施策ということでお願いします。 

○清水地域道路調整官 資料４により御説明させていただきます。表紙をめくっていただ

きまして、論点２の論点を改めて書いております。 

 無電柱化の課題や無電柱化推進法を踏まえ、どのような施策により無電柱化を推進すべ

きか。下に丸がございますが、先ほど資料１、２で出てきた課題を拾っておりまして、

「新設電柱・電線の占用制限について、37条の活用をどのように進めるべきか」、「既設電

柱・電線の撤去をどのように進めるべきか」、「道路事業や市街地開発事業などを実施する

地域において、どのように無電柱化法12条による新設抑制の実効性を図るべきか」、「歩道

拡幅事業などを行う場合に、どのように無電柱化法12条による既存電柱・電線の撤去の実

効性を図るべきか」、そして「低コスト手法の本格導入をどのように進めるべきか」、この

ような課題をいただいている関係の部分でございます。 

 ２ページ目は、前にも御説明しておりますが、現状と課題を前半でレビューしたいと思

いますが、近年、整備延長が下がってきているということでございます。 

 ３ページ目は、無電柱化の主たる方法であります電線共同溝がどのような課題を持って

いるのかということで、コストが高い、電線管理者との調整が困難である、技術開発が進

んでいない、住民の理解が得られにくい等の課題が明確になっております。 

 また、歴史的なところを４ページ目に書いてございます。昭和27年に、いわゆる義務占

用の制度ができまして、その義務占用のもとで、下のグラフにありますように、毎年平均

７万本の新設の電柱が今もふえ続けているという状態にあるということでございます。 

 ５ページ目は手法の変遷でございます。平成７年に電線共同溝法ができました。それま

では左側のグラフのような例えば単独地中化と、電線管理者がみずからの費用で、自分で

行う地中化が半分近くあったものが、今ではほとんどが電線共同溝による整備になってい

るということでございます。 

 ６ページ目は単独地中化の状況をあらわしておりまして、１期、２期のときは、この霞

ヶ関の目の前ですけれども、こういったところも単独地中化で行われています。右側は、

ほとんどなくなっているんですけども、単独地中化をやっている事例としては、お台場の

ところで一件ございました。 

 ７ページ目は要請者負担、地域の方に御負担をいただいて整備する方式でございます。

左側はつくば市の無電柱化条例です。この条例によって義務が課されております。義務の

内容は、無電柱化区域において開発事業者が電線類地中化のための整備、費用負担を行う

ということが義務となっております。右側は西オーストラリア州の無電柱化事業ですが、

州政府あるいは自治体が負担もしながら進める事業ですけれども、どの地区を行うのかと

いう選定に際して、右の一番下ですけれども、アンケート調査による候補地域の資産保有
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者の事業費分担の意志を反映するというやり方もやられています。 

 ８ページ目は、先ほど話もありました不動産価値が無電柱化により上昇するというお話

でございます。 

 ９ページ目は、今までのところで整備手法、誰が負担するかというところがありました

けれども、そうは言ってもコストを下げなければならないということで、浅層埋設、小型

ボックス――こちらについては手引きを昨年度末につくりまして自治体に配布をしており

ます。また一番右側は直接埋設ということです。海外では直接埋設が普通になっておりま

すが、我が国の実施に向けたモデル施工を今年度、予定しております。 

 10ページ目は地中化する以外の方法ということで、軒下配線あるいは裏配線を地域の御

理解、御協力のもとで行うという例でございます。 

 続いて11ページ目から主に制度の話になってくるんですが、無電柱化法が制定されまし

て、電柱の設置抑制や撤去等に係る事業者の責務が明確にされました。 

 12ページ目に関係事業者の責務の部分を抜き出しております。第５条で「事業者――こ

こは電線管理者です――は、電柱又は電線の道路上における設置の抑制又は撤去を行い、

無電柱化の推進に資する技術の開発を行う責務を有する」、あるいは12条で「関係事業者

は、社会資本整備重点計画法」等々書いていますが、道路事業ですが、「道路事業や市街

地開発事業その他これらに類する事業が実施される場合には、これらの事業の状況を踏ま

えつつ、電柱又は電線を新たに設置しないようにするとともに」、現にある電柱・電線に

ついても、できるときは「当該電柱又は電線を撤去する」ということが書かれております。 

 13ページ目は11条、道路法37条の関係でございます。無電柱化推進法11条では「災害の

防止、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観の形成等を図るために、無電柱化が特に必

要であると認められる道路について、道路法第37条の規定」を使って、「占用の禁止又は

制限を講ずる」ということが明記されております。 

 14ページ目は道路法37条を活用するに当たってというお話でございまして、左下にイメ

ージのベン図のような絵がございます。現在、赤い線で囲っておりますような緊急輸送道

路の直轄国道については新設電柱の規制を行っております。一部の自治体では既にそれも

取り組んでおります。今後、37条の制限を緊急輸送道路の自治体で進めていないところに

水平展開していったり、法律に定められています交通が著しく輻輳する道路や幅員が著し

く狭い道路に、どのように広げていくのかといったところが課題となってまいります。 

 15ページ目は参考として、37条を使って新設の禁止をしている自治体ということで、こ

のような府県市において規制がかけられています。 

 16ページ目は既存電柱でございます。37条は既存電柱の撤去についても書いているわけ

でございますが、現時点においては、（２）に書いておりますが、「占用禁止日前に占用許

可された既存の電柱については、当面の間占用を許可」するという状態でございます。新

設電柱については禁止しておりますけれども、既設電柱については右下にも書いておりま

すが、「事業者側に継続して設置することへの一定の期待・利益が存在」するというとこ

ろもありますので、どのような留意が必要になってくるかというところが論点かと思って

おります。 

 17ページ目は、先ほど松原委員からもありましたけれども、占用料の外部不経済を考慮

してはどうかということでございます。 
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 18ページ目に、改めて12条を書いております。これは電線管理者ですけれども、関係事

業者は、道路事業や市街地開発事業を行うときに電柱を新設しない、できるときは既設の

電柱・電線を撤去するというものでございます。 

 19ページ目をごらんいただきますと、第４回でヒアリングにお越しいただいた本庄市の

事例ですが、土地区画整理事業が行った地域でありましても、赤い枠で囲っているほうで

すけれども、幹線道路のほうは無電柱化されているんですが、そうでないところについて

は電柱が残ってしまっていると、新しいものも追加されているという状態でございます。 

 20ページ目は歩道の整備事業であります。せっかく歩道を整備したんですが、右側の③

の写真にありますように、歩道のど真ん中に電柱が残ってしまっていたりするという状況

でございます。 

 21ページ目、こちらは歩道のバリアフリー事業を実施したところでありますけれども、

ここでも電線・電柱が地上に残ったままとなっております。こういったところで道路事業

や面事業を行ったときに既設電柱の撤去、新設抑制をどのようにして実効性を確保すれば

よいかといったところが問題点になろうかと思っております。 

 以上で説明を終わります。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 いかがでしょうか。 

○秋葉委員 技術的なところで、９ページにもありますけれども、国交省で道路の無電柱

化、低コスト手法導入の手引きをつくられて、これを自治体等に配布したということで、

こういったものがなかったものですから、自治体等は苦労していたんだと思います。そう

いった意味で、低コストのやり方という形で、そういうものが出てきたのはよかったので

はないかなと思います。 

 ただ、９ページにもあるように、直接埋設は別としても、例えば管路方式であったり、

小型ボックスといった形のもので、そういった箱物をつくってやるというケースもありま

す。箱物に関しては、現状では基本的に道路管理者が負担となっておりますので、こうい

ったものが高くついちゃうと無電柱化に手が出せない、やりたくてもやれないといったケ

ースもあるようです。 

 したがって、１回目のときにも申し上げましたように、いろいろなメーカーでいろいろ

なものをつくっています。例えば小型ボックスにしても排水溝と一体となったボックスで

あったり、縁石と一体となったものであったり、そんなものをどんどん提案してきていま

す。問題は、そういうものを使ってもいいよと審査するところがないんですね。モデル地

区で使うということもいいと思いますけれども、とにかく、そういったものをどんどんオ

ープンにして、ウェルカムにして、オーケーなものについてはどんどん手引きを更新して

いくと、そして自治体等、世の中にどんどん発信していくことが非常に大事かなと思いま

す。 

 以上です。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 おっしゃるとおりだと思います。そういうことが発信できるのは必要だし、そういう開

発をしようというインセンティブをより多くの方が持つと、ある種の適正な競争の中で、

さらに低コスト化あるいはよいものが開発されたりしますから、そこら辺に今回の論点２
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はかかわってくるところだと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

○天野委員 実施環境を整えるほうなんですが、最初のころにＰＦＩという話が出ていま

したよね。これは論点３のほうですか。――わかりました。そうであれば結構です。既存

ストックをもう少し使うという話もあるのかなと思ったので、以上です。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 たまたま20ページを見て驚いたというか、御紹介いただいた③のとげぬき地蔵のところ

は、これが完成形なんですか。無電柱化を図るというか、やっていますよね。整備済みの

ところでこうなっちゃっているんですか。 

○清水地域道路調整官 ここは歩道を広げているんですけれども、道路の区域を外に広げ

ているわけではなくて、中の車道を狭めて歩道を広げておりますので、広げた結果、歩道

の端ぐらいにあった電柱が歩道のど真ん中に来てしまっているということだと思います。

事業としては、これで整備済みということなんですけれども、これをどうするのかという

課題が残っているということになります。 

○屋井委員長 無電柱化は実現できていないということですね。――そうですか。 

○久保田委員 10ページの右側の図がちょっと気になりました。裏配線となっていまして、

観光客が歩くのも、この道だから、大内宿ならわかる。上の図はどうなのよと。メイン通

りを無電柱化するために裏通りに移設したんですけれども、裏通りも住宅地ですよね。こ

こに電柱を移設しちゃうと、後で出てくるような狭い道に電柱が建っている問題をわざわ

ざここでつくっちゃっているような気がするんだけど。 

 普通の住宅地だと、そういう問題が起こってしまうのではないと思うんですね。例えば

裏配線という手法が使えるのは、こういう場所が適していて、こういうところだと注意し

なければだめだよみたいなことがそれぞれの手法に関してあるんだと思うんです。それを

整理していただかないと、こんなこともできる、こんなこともできるというのを示すだけ

だと、後で間違った使われ方がしてしまうようなおそれを感じたので、ぜひ……。 

 裏通りというのも生活道路ぐらいにしていただいたほうがいいんじゃないかと思うんだ

けど、それはそれでちょっと気になったので申し上げました。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 本当、そうですね。観光地でもないし、普通の住宅地に見えますね。何でここに持って

こなければいけないのかが……。だから、防災上としても、この道路が重要だということ

を書かれていれば、何となく、しょうがないのかなみたいに思いますけど。大内と違いま

すもんね。大内は裏の道路の狭いところに通していますね。 

 ほかはいかがでしょうか。 

○山内委員 この論点２はどういうふうにやるかということなんですけれども、大きく言

うと、技術的にどういうふうにやるかという話と、法制度を踏まえてどういう施策をとれ

るかというふうに分かれていて、これに対して、これはだめだとか、いいということでは

なくて、少なくとも技術的なものについては、先ほど御議論ありましたように、インセン

ティブも含めて、それをどういうふうに進めていくかということで、これは誰も反対しな

い問題だと思います。 

 法制度のほうもそうなんですけど、さっきの論点１のときに、まさに座長がおまとめに
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なった内容が非常にすばらしいと思うんだけども、目的があって、目的と同時に誰がどう

いうふうに主体になるかというのが組み合わさっている。例えば防災だと国の話だったり、

安全というのも一部国だったり。しかし、景観とか観光ということになると地域の問題に

かなり密着してくるようなことになっていて、手法とかそういうものの制度的な問題は、

誰がやるかということと組み合わされていろいろなやり方があるはずで、それをもう少し

整理して、例えばこういう目的であれば、こういう手法がありますとか、そういうことを

明確にされるといいんじゃないかなと思いました。いろいろなやり方はありますよね。こ

の法律を使えばいいというのもあるし、経済的なインセンティブがこうだというのもあり

ましたし、その辺の整理をもうちょっとしていただくと、恐らく一般の方にわかりやすく

なるのではないかなと思いました。 

 以上です。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 大変重要ですよね。誰がというときに、主体としてというのとか、負担側としてとか、

誰、が出てくるので、それが議論している中でだんだんはっきりとしてくるわけです。そ

れと同時に、この論点２というのは道路法37条、新しい法律の11条、12条という、このあ

たりの対象とすべき道路というのかな、そのあたりに直接的にかかわってくる論点であり

まして、１ページにさっと書いてあったわけですけども。 

 特に実例としてさらっと御説明いただいたんだけども、16ページが一つ論点でしたね。

それから、外部不経済を加味して占用料の見直しをすべきではないかという論点も重要な

論点としてありました。さらに言うと、16ページ、新たな電柱を設置することは許可され

ないけれども、既存不適格みたいなものは残っている実態もあるわけで、それについて対

応しない限り、現実には無電柱化って進まない場所だって出てきているわけですから、そ

ういう意味で、この37条という規定の活用についてどう考えていくかというのは非常に大

きな論点２のテーマだと思います。 

○山内委員 屋井座長がおっしゃった中に費用負担の話も出てきて、これは３番の論点の

実施環境とか誰がどういうふうに負担していくのかというところが絡んできます。だから、

当たり前の話ですけれども、１、２、３は全て方程式になっているんだと思うんですね。

それを言うと、外部不経済の問題とかインセンティブの問題は経済的な費用負担の話に結

びついていくので、それも含めて交通整理をして、どういう手法でどういうふうにやれる

のか、誰がやれるのかということをまとめられたらいいんじゃないかと思います。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 先生を飛ばしちゃって申しわけない。 

○二村委員 ある意味、矮小なので結構です。 

○屋井委員長 それでは後から……。先にどうぞ。 

○山本委員 道路法37条と無電柱化推進化法の関係のことが議論になってございますが、

恐らく幾つかの問題を分けて考える必要があろうと思います。 

 まず、目の前の問題としては道路法37条をもっと使うという話で、無電柱化推進法のあ

るなしにかかわらず、道路法37条は本来もっと使えたはずなんですね。この資料で申しま

すと、13ページにありますけど、要件としては「交通が著しくふくそうする道路若しくは

幅員が著しく狭い道路について」とか、「災害が発生した場合における被害の拡大を防止
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するために特に必要があると認める場合」ということですから、別に緊急輸送道路には限

らない話です。 

 ですから、ここの37条をもっと活用するということを考える必要があって、その場合に

は国がガイドライン等を示して、先ほど技術的にいろいろお話ございましたけれども、具

体的にこのような基準でこの要件について考えたらどうだろうかということを示していく

必要があろうと思います。それがないと、そのままということになりかねないので、もう

少し具体的にどういう場合が37条の適用範囲として想定されるかということを国がガイド

ラインとして示す必要があるのではないかと思います。これが第１点です。 

 第２点として、今の37条は、それでも要件が一応絞られていますので、これだけでは無

電柱化推進法を完全に動かすことはできないということがあります。他方で、無電柱化推

進法は、ざっくり言ってしまうと、プログラムといいますか、目標を定めて、皆さん頑張

りましょうという法律ですので、これだけですと、占用許可の制度と直接には結びつけら

れないところがある。したがって、占用許可の制度を定める道路法を少し触らなくてはい

けないことになろうと思います。 

 今日お配りいただいている参考２の２ページ以降に、道路法の施行令があります。具体

的には、お配りいただいている道路法33条に基づく道路法の施行令の２ページ、３ページ

あたりの要件をもう少し限定するという形になろうかと思います。少なくとも無電柱化推

進化法の趣旨に従って、例えば無電柱化推進化法の11条で申し上げれば、良好な景観の形

成というのは道路法37条に入っていませんでしたので、無電柱化推進化法の11条の良好な

景観の形成というところを道路占用の許可と結びつける場合には、先ほどの道路法の施行

令を触る必要がある。そこを変えていかないと、無電柱化推進化法が動かないということ

になってしまうのではないか。 

 それから、無電柱化推進化法12条の事業を行う場合に、新設の電柱は建てないというあ

たりの話も受けるとすれば、道路法の施行令を少し変えていく必要があるのではないか。

そうすると、道路法の施行令で電柱のところだけ目立つような書き方になってしまって、

道路法の施行令だけ見ると何か変な感じもするのですけれども、これは無電柱化推進化法

という法律の趣旨に従ったものですので、したがって、法体系上は無電柱化推進化法の趣

旨に沿った政令の改正になるのではないかと思います。 

 もう一つ、３番目の問題が恐らく一番厄介な問題で、新設の電柱についてはこれで一応

対処できるのですけれども、既設の電柱をどうするかという問題があります。一種、許可

の基準を変更する場合に、既得の利益といいますか、信頼利益をどう保護するかという問

題になりまして、資料４で申しますと、16ページに既設電柱の特性ということが書かれて

おります。 

 これをどう考えるかということがあって、ぎりぎりのことを言うと、具体的には補償の

問題が生じるということがございます。許可をしないということはできるんだけれども、

補償しなくてはいけないのかどうかという問題が生じる可能性があろうかと思います。こ

の点に関しては、どういう期間を想定して無電柱化を進めるかという話ともかかわるので

すが、これは電柱を撤去する必要度にもよるのですけれども、一定の期間を置いてという

ことになるのではないかなと思います。 

 本当に必要性が高いものについては、特に公共の安全上、非常に支障が大きいというこ
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とであれば、それほど長い期間を置かなくても無補償で撤去するなり、具体的には許可を

更新しないということになると思います。そうでないものについても一定の周知期間等を

置いて、事業者の側で対応ができるだけの期間をとった上で許可を更新しないという形で、

一種そういう期間をどれだけ置くのかという問題を考えて補償の問題をクリアすることに

なるのではないかなと思います。実務的には最後のところが一番難しい問題なのではない

かと思います。 

 以上です。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 最後のところが最も難しいというお話でしたけれども、そこら辺は今後、論点として、

そこまで至れば、この検討会でも議論できれば大変ありがたいと思います。 

 最初に出てきた、確かに37条で景観は受けていないじゃないかというところはあるわけ

ですけれども、論点１の議論を踏まえると、景観とか観光みたいなものは37条で規制対象

にしなくても、ある種地域としては進めていきたいんだと、誰が責任を持つか、主体的に

やるかというところも、もしかすると地域が主体になるかもしれない。そういう中で、あ

る種合意形成が進んでいって、結果として成立していくという。そういう姿であれば、特

に37条を活用しなくてもいいということもあります。 

 一方で、防災の問題って国家的な大きな課題であるという中では、37条を活用するとい

うことは当然出てくると思います。そういう場合には、今の法律体系の中で読み込めると

いうか、特段問題はないという理解を私はしました。そんなことでよろしいですか。 

○山内委員 だから、その辺は整理…… 

○屋井委員長 整理はしましょう。了解です。山内先生の御意見がありましたけど、その

あたりもちゃんと整理しましょう。 

○山本委員 一つだけつけ加えますと、特に景観の形成を理由にして占用許可を認めない

というふうに道路法の施行令を変えるということになった場合には、それぞれの自治体が

具体的に景観の形成上の必要性ということを基準とか計画といった形で示さなくてはいけ

ないと思いますので、そこのところは施行令を変えれば、それだけで済むという話ではな

くて、自治体がもう一つ考えなくてはいけないということだと思います。 

○屋井委員長 どうもありがとうございます。 

 先生、施行令を変えないで推進していくという方向性についてはどうですか、景観に関

しては。 

○山本委員 自発的に話し合って納得していただいて電柱をなくしていくということはで

きると思いますし、推進すべきだと思います。 

 ただ、法制度というのはぎりぎりのところでどうするかということを定めるものですの

で、ぎりぎりのところでどうなるかと言われると、37条が限定した書き方をしていて、良

好な景観の形成ということまでは書いていないので、現在の状態だと、景観の形成だけを

理由にして強制的にといいますか、占用の許可は一切しませんということまで言うのはな

かなか難しいのではないかということです。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。よくわかります。 

 そこら辺をどういうふうに整理するかは事務局のほうで御検討いただかなければいけな

いんだけども、論点として１、２、３は今日出しましたけれども、論点３はこれからです
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けれども、お互いに関連し合うような課題がいろいろ出てきています。しかも法律問題あ

るいは補償の問題まで出てきましたので、そこら辺はこの段階でどこまで整理できるかで

すけども、御検討いただきたいと思います。 

 ほかはいかがでしょうか。 

○松原委員 論点１などで出ていた防災、安全、景観などは、実際には37条をどういうふ

うに使っていくのかというのにかかわっておりますので、37条を適用したとしても、事業

者から逆に訴訟を起こされたらどうなるのかというので、今の御提案というか、期間など

を考えるべきだという御示唆があったのかなと思います。 

 こういうことが起きてきたのは義務占用という考え方が昭和27年に出たからだという御

紹介がございましたが、それを受けて、今日いただいた図でいくと５ページですか、単独

の地中化方式はここまでほとんどなくて、実際は電線共同溝のような方式でやってきたん

だというデータがございました。 

 これを見ている限り、どうしてこんなに電柱がふえたのかとなりますと、費用負担面で

占用料が余りにも安いと考えざるを得ない。ですから、今後どうするかという話は二本立

てになっていて、一方が37条の拡張というので面的に徐々に進めていくという話かなと思

うんですが、とにかく全体を一遍に覆ってしまおうとしたら、占用料を上げてしまえば簡

単と言えば簡単で、実際に事業者が電柱を建てたほうが損になるようなレベルよりも上げ

てしまえば、これは済んでしまうわけですね。 

 もちろん、それも補償問題になるかもしれませんけれども、17ページに整理いただいた

図でいきますと、「占用料の単価＝道路価格×使用量率×占用面積」という前回御紹介い

ただいたものですけれども、これを見ますと、ここに出てきている発想は費用便益分析と

いうか、どれだけの便益が侵されているから、これだけの占用料をとらなければいけない

という発想になっていて、ここの背景にあるのは事故なり何なりが起きる確率がどういう

ものであるかというので期待値の計算をして占用料が算出されているんだと思うんですね。 

 ということは、あくまで安全であるとか、もしくは景観を損なっているんだったら、ど

れぐらい外部不経済を与えたかという数値なのであって、ここには一体何が起きるかわか

らないという意味での防災ですね、震災が起きるか起きないかすらわからない、いつ起き

るかわからないという、そういう意味での不確実性については考慮していないタイプの計

算になっているんだと思います。 

 ですから、ここに起きてはならないことという概念を入れて考えれば、もっと高い占用

料でないといけない。神戸などで火事が起きているところで電柱が倒れていて消防車が入

れないという地獄のような図を見ると、これは起きてはいけないことと考えないといけな

いことになってくるんだと思うんです。それでもゾーンを決めるべきだという議論は当然

あると思います。ですので、二本立てでいくときには、ここについても、いじるというこ

とになるかどうかわかりませんが、もう一度考え直す必要はあると思います。施行方針と

しては二本立てであるべきではないかなと思います。 

 そんなことをすると、例えば電力事業に関しては諸外国との競争に負けるじゃないかと、

これまで本音としてあったんじゃないかと思うんです。しかし、日本以外の近隣諸国もこ

れだけの無電柱化を進めているということになりますと、グローバルな競争法上、日本だ

けが不公正な競争環境にあると言われてもしょうがないことになるのではないかと思いま
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す。100年以上前にロンドンが電灯かガス灯かというときも、競争法で平等にするために

埋めることになったと聞いておりますが、同じようなことが問題になるのではないかと考

えますので、これも御一考いただきたいと思います。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 今のに関連してですか。どうぞ。 

○池上委員 松原先生のおっしゃったこととちょっと関連するんです。大地震後の火災の

多くは電柱が倒れて電気が漏電したことによる火災、つまり二次災害が起こっているとい

うことなんですね。倒れなければ交通障害もないし、火災が未然に防げるということであ

れば、これを37条と絡めて進めていっていただいたらいいんですが、残念ながら、大災害

の後はやることが多くて、この辺を強調でき切れていない。 

 前にもお話ししたことがあるんですけれども、せっかくだったら復興過程で無電柱化を

進めてほしいという私の願いはあるんですが、コストの面とかその他いろいろなことで実

現していないんです。この点を強調して……。特に東京で大災害が起こって火災が起こっ

たということを想定してみてください。３・11のときに車道は車でいっぱいで、とても通

り切れたものではありません。あの程度で消防車も救急車も通れない状況ですから、あそ

こに火災が発生したら、もっと大変ということは想像できるわけです。ぜひ強硬にこの辺

を強調して無電柱化を進めていただきたいというのが私の願いです。 

○屋井委員長 どうもありがとうございます。 

 特に占用料も含めて、そういう意見が出てまいりました。今のところ、そちらは御意見

はないですか。私なんかも言いたいことはあるんですけどね。 

○海野道路利用調整室長 松原先生からいただいた御指摘は占用料算定のあり方について

でございますけれども、先日も少し申し上げましたが、社会資本整備審議会で御議論をい

ただいておりまして、非常に課題と認識しております。ただ、今の占用料が占用者の権利

の対価を徴収するところに基本的な性格を持っておりまして、そこに外部不経済をどのよ

うに反映させるかということについて十分な検討が必要と考えております。また外部不経

済的なものをどういう形で数値化していくかということもなかなか難しいものでございま

すので、今後、その点も踏まえて十分な検討を進めてまいりたいと考えております。 

○屋井委員長 どうもありがとうございます。 

 占用面積でやりますよね。「地下・上空等の減額率」と書いてありますけれども、電柱

みたいな、あれだけ高いものが建っていたら、面積というよりも、少なくとも体積的にい

ったら、かなりのエリアを占用していますね。高さの低いものと高いもので占用料は変わ

っているんですか。 

○海野道路利用調整室長 面積については、あくまで垂直投影の面積で算定しております。

そういう意味では、例えば電柱に変圧器等がついているか、ついていないかといったこと

によっての違い等はございます。また電柱の場合、何条の電線がそこにかかっているかと

いうことによっても面積ないし単価が変わってまいりますけれども、面積自体は垂直投影

の面積で算定しております。 

○屋井委員長 わかりました。 

 ほかはよろしいですか、時間の関係が来たようですので。論点２についても非常に大き

な議論があるところでありますし、今日もさまざまな御意見もいただいていますので、次
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回に向けて意見を踏まえながら整理を進めていただきたいと思います。どうもありがとう

ございました。 

 

（４）論点３ 無電柱化の実施環境を支える施策について 

 

○屋井委員長 論点３に入って、議論としては論点１と２を含めていただいても結構です。

まず説明をお願いします。 

○清水地域道路調整官 資料５に基づいて説明させていただきます。時間を押しておりま

すので、少しはしょりながらの説明をさせていただきます。論点２で、どのように事業を

進めていくか、あるいは制度をどのように使うかということで御議論いただきましたけれ

ども、さらに実効性を高めていくためにはどのような環境整備が必要かということで用意

させていただいております。 

 ２ページ目、まずコスト縮減でございます。海外では掘削とケーブルの敷設を同時に行

うなどの方法でコスト縮減が進んでおります。３ページ目は台湾の例ですけれども、浅く

狭い溝にケーブルを入れて、埋め戻しも迅速にやるので、１日で工事は完了するというや

り方がとられています。 

 ４ページ目は、我が国においても、秋葉委員に座長を務めていただいて、低コスト手法

技術検討委員会をさせていただいております。このようなものを通じて、５ページ目に具

体には試験の様子も載せておりますけれども、規制緩和的なことができないかということ

でいろいろな検討をしております。 

 ６ページ目は、先ほども御紹介しました低コスト手法の手引きでございます。これを自

治体にお配りして取り組んでいただくようにお願いしているところでございます。 

 ７ページ目。これも秋葉委員からお話しありましたけれども、民間開発の技術をどのよ

うに使っていくのかということ、そこをどう促進するのかということで、これはＮＰＯ法

人電線のない街づくり支援ネットワークセンターの井上理事からもヒアリングのときに御

紹介いただきましたが、無電柱化推進展という展示会がございました。こういった民間の

旺盛な技術開発をどのように取り込んでいくのかということが課題かなと考えております。 

 ８ページ目は財政的な支援でございます。地方公共団体が行います事業、電線共同溝の

イメージが下にございますけれども、この青い部分は道路管理者が負担する管路、特殊部

の部分でございます。これについて10分の5.5、約半分強を国が交付金により支援をして

おります。 

 ９ページ目は、主に電線管理者に対して固定資産税の減免ということで、緊急輸送道路

において無電柱化を行う際に固定資産税の特例措置を用意してございます。 

 10ページ目は占用料の減額ということで、地中化した場合に架空線よりも安くなるよう

にということで減免しておりまして、ざくっと３㎞の道路に電線を占用させた場合に、架

空方式ですと８万円かかるところを、地中化方式ですと３万5000円ということで半分以下

になるような減額措置をしております。 

 11ページ目は貸付金ということで、電線管理者の財務負担に配慮して無利子貸付を用意

してございます。 

 12ページ目は天野委員からもお話しありましたＰＦＩということです。ＰＦＩそのもの
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は、予算のピークが立つものを平準化して、後ほどの割賦払いにするというものと、民間

の技術やノウハウを活用するという２点がポイントになっておりますけれども、このＰＦ

Ｉをまずは直轄で始めておりまして、今後、自治体にも広げていきたいと考えております。 

 13ページ目は、合意形成が課題ということで出ておりましたので、地元との合意形成と

いうことで書いております。地域によっては、例えばヒアリングにも来ていただいた金沢

市でしたら、住民との合意形成を行うための体制を構築してやられておりますし、右が神

戸市の例ですけれども、地域の実情にあった地上機器を設置しているという例がございま

す。こういったことで住民との合意形成をどのように円滑化していくのかということが課

題かと思っております。 

 最後、14ページ目は国民の理解・協力ということで、国民の理解や関心を得るためにど

のような広報・啓発活動を進めるべきか。資料に書いてございますのはシンポジウムの様

子でございますが、そういった広報・啓発活動をどのように進めていくべきかといったと

ころがあるかと思います。 

 以上でございます。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 いかがでしょうか。 

○久保田委員 例えば13ページあたりに、民地の利用を含めて地元との合意形成というの

があります。一番頼りになりそうなのが学校とか公営住宅とか敷地の結構大きい公的な民

地、こういうところに協力していただく体制ができると、かなり状況が変わってくるので

はないかと思うんです。今はなかなかそういうふうになっていないので、ぜひそういう仕

組みを考えていただきたいというのが１つ。 

 それから、自分の家の庭が結構広いので、隣の10軒と協力して、うちで提供しますよと

いう人たちが出てきたら、優先的にそこが地中化できる、あるいは何らかのサポートがあ

るといったように、自主的な取り組みを支援する体制もつくっていただくと、どこかで手

が挙がってくるような気もします。そういうこともぜひ考えていただきたいと思います。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 この部分に関連して、民地部分での管路の一体化とか、もっと言うと、ワンストップ化

みたいなね。住民にとっては、何度も何度もいろいろな人が来て、しかも工事に時間が長

いことかかってというと、なかなか合意できないとか、横でそういうのを見ていると、う

ちもあんなになるのは大変だとか、いろいろなことがあるでしょう。住民の合意形成を進

めるという意味は、ある意味で言うと、住民にとってわかりやすく、そして住民にとって

対応しやすくというかな、そういうことを進めていくことが必要で、この部分は事業者、

道路管理者あるいは交通管理者、さまざまな人が大きくかかわってきて、ばらばらにかか

わっちゃうとうまくいかないというところです。そこら辺の設計も同時に含めて検討して

いくと、もっといいと思いますので、よろしくお願いします。 

 ほかはいかがでしょうか。 

○山内委員 最初の論点にも出ていましたけれども、いろいろな自治体がかかわることな

ので、その主体がみんな協力を……。合意形成といいますか、そういうものがなければい

けないので、そのためのインセンティブ設計というかな、そういう観点が必要だと思って

います。 
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 ここで前半の技術的な話は別にして、後半の手法で補助を出したり、いろいろなやり方

があって、こういうものを組み合わせるとどういうことができるのかとか、あるいは使わ

れていないやり方をもう少し工夫すると、こういうふうに使えるよとか、これは事業者と

一緒になって、さっきの話と同じで整理ですよね、そういうふうにすると、より具体的な

ことが進むのかなと思います。そういう整理も必要かなという感じをしています。 

 それから、先ほどちょっとありましたＰＦＩの話は、ここは支援と書いてあるんですけ

れども、支援になるのかもわかんないですけど、基本的にはＰＦＩでやることによって、

いわゆる公共がやった場合よりも財政支出を抑えるというのが大原則なので――バリュ

ー・フォー・マネーですね――、バリュー・フォー・マネーのほうがどういうふうに出る

のかということを具体的に検討してみる必要があるのかなと思います。 

 ただ、事前に伺ったとき、既に事業がスタートしているということなので、そうであれ

ば、具体的な事業の中で、どういったところでバリュー・フォー・マネーを出していくの

か、あるいはそのための仕組みを考えていくということが必要かなと思っています。 

 以上です。 

○屋井委員長 どうもありがとうございます。 

 ほかはいかがでしょうか。 

○池上委員 先ほど久保田先生から、広いところにトランスを置いたらいいというお話が

あったんですが、私は防災の仕事をしているので区民と話し合うことがとても多いんです。

国立市は駅の北側に木造密集地がありまして、道路は狭いし、いざというときには消防自

動車も駆けつけない、救急車も来られないというところなので、自分たちで考え出したん

ですね。 

 天水桶ってありますよね。墨田区にはよくあるんですけれども、それにかわるものを設

置しようという話になって、ヤクルトの原液が入っていたタンクをただでもらって、それ

を設置しているんです。それを置いていただく庭を手挙げ方式でやったら、うちも、うち

もということで、何百基か設置しているんです。そういうところがあるので、無電柱化の

ことと結びついて、自分たちの危険なところがわかってくると、住民の理解が得られるん

ですね。そこまで無電柱化を高めていかないといけないということが一つ。 

 それから、私、防災講演をしたときに、ここの委員をさせていただいているものですか

ら、「11月10日は何の日か知っている」というクイズを出します。ほとんどの方が御存じ

ない。とても残念なことなので、一つの方法として、関係者だけでも名刺の裏に「11月10

日は無電柱化の日」とか、「無電柱化推進をしよう」とか、「二次災害を防ぐために無電柱

化を推進しよう」とか、具体的に書いてやるのも一つの方法かなと。 

 これは、ここでプレゼンをしていただいたＮＴＴの方の名刺ですけれども、オリンピッ

クのシンボルマークがついているんですね。これは国で推し進めるという大変大きなイベ

ントなんですが、このように何か書いていったらどうかというのが一つ。 

 これは東京消防庁の職員の名刺ですが、消防団の担当者なんですね。「首都東京を守る

消防団」というので裏にイラストをかいて、きちんと出している。このようにすると、私

たち名刺を受け取ったときに、「すごいな。この人は関心高いのかな」という強烈な印象

を受けるので、それも一つの施策かなと思っています。 

 以上です。 



- 27 - 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 １ページに、国民の理解及び関心を得るにはどのように広報・啓発活動をするべきかと

いう論点が示されているんですけれども、ここで言っている国民というのはかなり広い感

じがするんだけど、国民の理解も進んでいないんですかね。自分のことじゃないから気に

していないというか、知らないという人が多いんですかね。 

 推進する上ではもちろん国民の理解も要るけど、一方で、まさに実現しようとしている

沿道の方々の理解も重要で、国民の理解を浸透させていって、そちらにも効果があるよう

な進め方はできますよね。こういうことは、我が国として、あるいは地域全体としても取

り組むべき方向なんだということがだんだん理解できてくると、前もって理解できれば、

自分のところに来たときにも、それは考えなければいけないなという。全体像がうまく設

計できるといいですね。最終的には「しょうがない。うちの中へ置いてやろうか」と、特

に大地主さんじゃなくても考えてくれることになると思います。全体を見てやりたいです

ね。どうもありがとうございました。 

 まだ若干時間はありますけど、ほかはいかがでしょうか。 

○天野委員 ＰＦＩの話に書くのか、環境に書くのか、施策に書くのか、あり方委員会な

ので推進計画でいいのか、よくわからないんですが、既存ストックの活用みたいな話はど

こかに出てくるんです。ありていに言っちゃうと、ＮＴＴ管路には余裕が絶対あるはずな

んです。余裕用の管路がついていますし、金属線がファイバーになって余裕が出てきたは

ずなので、さっき言った高邁な全部なくそうねというのと真逆の、すぐできそうで値段が

安そうなのと、ああいう既存ストックを活用するとなると、結構有効そうだし、論点２な

のかもしれないけど、ＮＴＴの管路にかかわっているような業者がＰＦＩで乗ってくると、

安くてうまくいきそうだなという話は、余りにも具体的で生臭いので、このレベルでは余

り触れないんでしょうか。ちょっと生臭いんですが。 

○屋井委員長 そういう話も既にありましたが、一つの有効な施策なんじゃないですか。 

○蓮見分析官 既存ストックの活用自体は低コストで無電柱化を進めるための一つの有効

な手法と考えております。今回、ＰＦＩで施策をつくった目的としても、民間のいろいろ

なノウハウも活用してというのもありますし、その中に既存ストックがある場合はそうい

うものを活用してやるのが非常に有効ということも考えております。そのように考えてお

りますし、この委員会の取りまとめ等についても、既存ストックについても、できれば触

れていきたいと考えてございます。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 ほかにどうぞ。 

○松原委員 前にＮＴＴさんからはやぶさかでないというお話を伺いましたので、ぜひ進

めていただきたいと思います。ここでも、それを書き込めれば有益かなと思います。 

 それとは別に、先ほど占用料を上げればという話をしたんですが、いただいた論点３の

10ページに、地中化した場合の減額の話が出ております。これは共同溝等の例かもしれま

せん。私がさっき申し上げようとしたのは、占用料と減額の差額に当たるものの差が余り

大きくない状態、現状では電柱を建てたほうが事業者にとってお得になっているというこ

となのではないかと思うので、今後、方式が変われば、このときの減額のやり方も変わっ

てくると思うんですが、そのときに、方式ごとに考えなければいけないのかもしれません



- 28 - 

が、一体どれぐらいの占用料であれば、もしくは減額であれば、電柱を建てるほうが損に

なるのかという試算を一度やっていただければ大変ありがたいと思います。 

 ここではキロメートル当たりだったら８万円と３万5000円の差ということがありまして、

この差額がキロメートル当たり、事業者の負担が……。これは１年間のことかもしれませ

んので、電柱の占用料と家賃ですね。それに対してストックとして１本埋めるのに１億

8000万円とかそういう話を伺っていますが、これをフローで考えて、年間だったらどれぐ

らいの占用料にすれば、埋めたほうが、もしくはなくせば、とにかく得になるのかという

ことを計算していただきたいと思います。 

 それと、これは質問なんです。ここに出てきている減額というのは法的な背景があるこ

となんでしょうか。それとも、法律の運用上、こういうことでやっているということなん

でしょうか。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

○海野道路利用調整室長 いただいた御指摘に関して、まず御質問は法的な根拠が減額に

あるのかということでございますが、道路法施行令の19条におきまして本来、道路法施行

令に定まっている単価とは別に、国交大臣が特に必要と認めるときは占用料の額を定めた

り、占用料を徴収しないことができるという規定がございます。これを受けまして、国交

省において具体的な減額の措置を定めているというのが実態でございます。 

 それから、先生の１点目の御指摘に関しては、具体的なシミュレーション等の必要性が

あろうかと思いますけれども、先生が御指摘のとおり、占用料は１年当たり、１本当たり

のものでございまして、実際に地中化の整備費用とそれに見合うだけの占用料ということ

になりますと、恐らくは相当な占用料の値上げを要するという形になろうかと思います。 

 他方で、現行の占用料制度の中では占用者の負担も勘案して激変緩和措置を設けており

まして、政令改正に伴う単価の値上げにかかわらず、前年度の1.2倍までの範囲で占用料

を年度単位で徴収するという制度になっておりますので、そういったことも勘案しながら

今後、具体的な占用料制度のあり方を検討してまいりたいと考えております。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 よろしいでしょうか。 

○二村委員 何か言わないといけないだろうということで……。先ほどから論点１、２、

３と拝見していて、進めるためにはインセンティブが必要だなと思っていたんですが、こ

の論点３を拝見しますと、すでに、かなりいろいろなことをやっていて、今後はより一層

の工夫が必要となるということになると思います。その場合、例えばこれ以上予算要求し

たときに、要は財源があるものかどうかが一番の疑問なところです。そして、法律で縛っ

ていく、もしくは将来的にこういうところを目指していくということで電柱の総数を少な

くしていくのはよくわかるところではあるんですが、地域の柔軟な選択ですとか、そうい

う部分が重要なのかなと思いました。 

 インセンティブに絡めていきますと、例えば電柱のないまちづくりプランみたいな感じ

で、全国の地域で競わせて、競争的な資金として、特に効果が高そうなところを採択する、

もしくはちょっとイベントをやって、無電柱の街の持つ魅力を宣伝するということも良い

のではないかと思います。無電柱コンペに勝ったところは、地域としての地位も上がるで

しょうし、資金も得られるということで、また新たに無電柱化を考えるところも出てくる
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のではないかなという気がいたしました。 

 以上です。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 ほかはよろしいですか。 

 支援策というと、先ほどの論点２というか、法律でいう12条だったですか、交付金とい

うのか、基本計画というか、社会資本整備関係の交付金になりますよね。地方に手当てさ

れて、例えば交通安全も含めながら、ある道路の歩道部分を改修しながら、自転車道を入

れようとか。自動車レーンをきれいに整備しようとか。そういう事業を補助金を受けなが

ら地方自治体が行うと想定したときに、それは12条にかかわる事業だから、その上の電線

を、自転車あるいは歩行者の安全を考えたときにないほうがいいし、法律12条に書かれて

いるということで、事業者の負担で地下にしてもらう。自治体のほうは交付金によって道

路面の安全を確保するような施策を行う。 

 こういうことは可能なんでしょうか。無電柱化そのものに対する支援策も必要なんだろ

うけど、もともとの防災あるいは安全を高めていく本来の目的に照らして事業が進んでい

くということが一番重要ですね。そういう面での支援策というものがここで議論されてい

るのかもしれないですね。そういうふうに見ていただいてもいいかもしれません。 

○森山環境安全課長 今のお話でいきますと、資料４の18ページに法律がありますけれど

も、とげぬき地蔵の例だとか、せっかくバリアフリーにしたけれども、埋まっていないだ

とか、それから本庄市の例、これは資料４の19ページになりますけれども、面整備をした

にもかかわらず、補助幹線系のところは電柱が建ってしまっているとかいう例があるわけ

ですね。今までは、実態的に埋めるのは、道路管理者がお願いをして、一緒につき合って

くださいねというふうになっているんですね。それは御都合があるので、ここはいいけれ

ども、これはつき合えないと言われたら、そこでアウトになっているんです。 

 12条の場合には立場が若干変わっていまして、事業者、電力会社は、電線管理者は、道

路事業をした場合には、新しく電柱は建てちゃだめですよと。それから、道路整備をした

場合には、そこに電柱がある場合には撤去してくださいねとなっているんですね。今まで

と全く価値観が違うんですよ。そのときにいろいろな条件がございますので、法律の中に

も状況に応じて云々だとか、できる場合にはとかありますので、そういう意味では相当な

サポートができる。 

 ただ、今までは、こっちがつき合ってくださいとお願いしていたところが、形式的には

事業者のほうに義務を課せられていますので、それに対して道路側がおつき合いするとい

うことは十分あると思います。 

 ですので、やることは同じですけれども、これをしっかり運用すれば立場が変わると思

いますので、そういった点では電線管理者との積極的な動きも期待できると思いますし、

それに対して、これまで同様、支援はしていくということは十分あると思ってございます。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 そろそろよろしいでしょうか。――どうもありがとうございました。 

 

 

○屋井委員長 論点３の議論も終わりまして、最後、今後の進め方について簡単に御説明
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をお願いします。 

○蓮見分析官 今後の進め方についてでございます。資料６の一枚紙でございます。本日、

第５回、委員意見・ヒアリング概要取りまとめと無電柱化推進に関する論点整理をさせて

いただいたところでございます。次回は中間取りまとめ骨子を御説明して御議論をいただ

きたいと思っております。中間取りまとめにつなげていきたいということでございます。 

 説明は以上でございます。 

○屋井委員長 どうもありがとうございました。 

 次回は中間取りまとめ骨子ということであります。今日の議論も踏まえて一定程度整理

できるところは整理していただく。目的があって、負担の問題もありますけれども、誰が

主体的に責任を持ってやるかとか、その根拠は何があるかとか、そのときにはどういう財

源を持ってくるのかとか、あるいは補助があるのかとか、いろいろな観点が出てきました

けど、そこら辺がある程度見渡せるような案があったりすると、もっと議論は深まると思

いますので、そういうものも横に置きながら骨子案が出てくると、さらによいかと思いま

す。よろしく御検討いただきたいと思います。どうもありがとうございました。 

 これで全ての議論が終了ですね。進行を事務局にお戻しします。よろしくお願いします。 

○蓮見分析官 お疲れさまでございました。本日の委員会資料は準備が整い次第、速やか

に国土交通省ホームページで公表を予定してございます。 

 以上をもちまして、第５回無電柱化推進のあり方検討委員会を終了させていただきます。

本日はまことにありがとうございました。 

 

――了―― 

 


